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(54) 発明の名称 ：サスペンシ ョンアーム取付構造

(57) Abstract: A suspension arm mounting structure com
prises: an arm body section (14) which i s disposed between
a wheel and a vehicle body and which i s configured ：from a
plate-shaped member; a rubber elastic body (46) which i s
provided between the arm body section (14) and the vehicle
body; and a shaft section (16) which i s extended ：from the
arm body section (14) i n the front-rear direction o f the
vehicle, i s press-fitted or fitted in the through-hole (48) o f
the rubber elastic body (46), and has a tube-like shape or a
closed cross -sectional shape. The shaft section (16) has a
pressing section (52) which causes both end surfaces of the
plate-shaped member to face each other and press against
each other so that the opposing end surfaces are in contact
with each other so as to press against each other.

(57) 要約： 車輪側 と車体側 との間に配置 され、
板状部材 で構 成 され るアーム本体部 （1 4 )
と、アーム本体部 （1 4 ) と車体側 との間に設
けられ るゴム弾性体 （4 6 ) と、アーム本体部

AA Wheel side ( 1 4 ) か ら車 両前後 方 向に向か って延 出 さ
BB Vehicle body side れ、ゴム弾性体 （4 6 ) の貫通孔 （4 8 ) 内に

FF Bottom
CC Top GG Left 圧入又 は嵌合 され る筒状又 は閉断面状の軸部
DD Right HH Front ( 1 6 ) とを備 え、軸部 （1 6 ) は、板状部材

の両端面を相互 に対向させ、対向する両端面が
相互に押圧するよ うに付勢 して当接 させ る付勢
部 （5 2 ) を有する。
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明 細 書

発明の名称 ：サスペンシ ョンアーム取付構造

技術分野

[0001 ] 本発明は、車体側 に対 して車輪側 を揺動 自在 に支持するサ スペ ンシ ョンァ

—厶を取 り付けるサ スペ ンシ ョンアーム取付構造に関する。

背景技術

[0002] 従来か ら、車両用サスペ ンシ ョンには、車輪側 と車体側 とをプッシュを介

して接続するサスペ ンシ ョンアームが用い られている。 この種のサスペ ンシ

ヨンアー ム の構造に関 し、例えば、特許文献 1 には、図 1 2 ( a ) に示され

るように、本体部 2 と複数の支持部 3 とを備えたコン トロ一ルアー厶 1 にお

いて、複数の支持部 3 のうちの一つを、本体部 2 と一体的に構成 されつつ金

属板の曲げ加工によって形成 した軸受ジャ一ナル 4 が開示されている。

[0003] この軸受ジャーナル 4 は、略 U字状断面を有する本体部 2 か ら延出され、

本体部 2 と軸受ジャーナル 4 との間に、軸受ジャーナル 4 に向かうにつれて

徐々に先細 り形状 となる漏斗状の移行部 5 を設けることで、軸受ジャーナル

4 を略円筒状 に曲げ加工 している。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 1 _ 1 6 2 1 8 7 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] ところで、特許文献 1 に開示されたコン トロールアーム 1 の構造では、図

( b ) に示されるように、軸受ジャーナル 4 の脚部 6 、 6 の相互に対向

する端面 7 、 7 の間に間隔 A が設けられている。 このため、車輪か ら伝達さ

れる車両前後方向の力や車幅方向の力 （横力）が入力されると、相互に対向

する脚部 6 、 6 同士が互いに逆方向に移動 し、又は、脚部 6 、 6 の端面 7 、

7 同士が接触する方向に屈曲変形するおそれがある。



[0006] この結果、特許文献 1 に開示されたコントロールアーム 1 の構造では、略

円筒状の軸受ジャ一ナル 4 に対 してプッシュ等の弾性体を圧入して取り付け

た場合、間隔A に起因する軸受ジャーナル 4 の変形によって弾性体の圧入状

態を安定して保持することが困難となるおそれがある。

[0007] また、特許文献 1 に開示されたコントロ一ルアー厶 1 の構造では、軸受ジ

ャ—ナル 4 を構成する脚部 6 、 6 の端面 7 、 7 同士を接着又は溶着すること

で、軸受ジャーナル 4 の剛性を増大させることが開示されている。この場合

、軸受ジャーナル 4 を形成する曲げ加工の他に、さらに、接着や溶着等の接

合作業が追加されるため、製造工程が多くなつて生産効率が悪化するおそれ

がある。

[0008] さらに、特許文献 1 に開示されたコン トロールアーム 1 の構造では、軸受

ジャーナル 4 の剛性を高めるために、軸受ジャーナル 4 の内側に円柱状の支

持部材 8 (図 1 2 ( c ) 参照）を配置することが開示されている。この場合

、支持部材 8 を設けることで、製造コス トが増大すると共に、サスペンショ

ンアーム全体の重量が増加するという問題がある。

[0009] 本発明の一般的な目的は、製造工程を簡素化 して製造コス トを低減させる

と共に、軽量化を達成することが可能なサスペンションアーム取付構造を提

供することにある。

本発明の主たる目的は、所定の剛性 強度を確保することが可能なサスぺ

ンシヨンアーム取付構造を提供することにある。

課題を解決するための手段

[001 0] 前記の目的を達成するために、本発明は、車体側に対 して車輪側を揺動自

在に支持するサスペンションァ一厶を取り付けるサスペンションァ一厶取付

構造において、前記車輪側と前記車体側との間に配置され、板状部材で構成

されるァ一厶本体部と、前記ァ一厶本体部と前記車体側との間に設けられる

弾性部材と、前記アーム本体部から車両前後方向又は車幅方向に向かって延

出され、前記弾性部材の内周側に圧入又は嵌合される筒状又は閉断面状の軸

部と、を備え、前記軸部は、前記板状部材の両端部を相互に対向させ、前記



対向する両端部 が相互 に押圧するように付勢 して当接 させ る付勢部 を有 する

ことを特徴 とする。

[001 1] 本発 明によれば、筒状又 は閉断面状 の軸部 を構成 する板状部材の両端部 が

、相互 に押圧するように付勢 して当接 させ る付勢部 を有 することで、例 えば

、両端部 を接着 し又 は溶接 する作業 が不要 とな り、軸部 の剛性 を高め ること

がで きる。 また、車輪 か ら力の入力 を受 けた場合、両端部 同士が互 いに付勢

された状態で当接 しているため両端部 の当接部分がずれ ることを抑制 するこ

とがで きる。 さ らに、従来技術 のような軸受ジャーナルの内側 に円柱状 の支

持部材 を設 けることが不要 とな り、所定の剛性 強度 を確保 しつつ軽量化 を

達成 することがで きる。

[001 2] この結果、本発明によれば、製造工程 を簡素化 して製造 コス トを低減 させ

ると共 に、軽量化 を達成 することがで きる。 しかも、本発明によれば、所定

の剛性 強度 を確保 することがで きると共 に、 これ らの製造 コス ト、軽量化

、作業性 の簡素化、剛性 強度 の諸要素 を調和 して両立 させ ることがで きる

[001 3] また、本発明は、前記 アーム本体部 が、車体へ取 り付 けた状態 において略

水平方向に延在 する水平部 と、前記水平部 の周縁 を下向 きに折 り曲げた鉛 直

部 と、前記鉛 直部 の下縁 を内向 きに折 り曲げた リバース フ ラ ンジ部 と、 を備

え、前記軸部 を構成 する前記板状部材の両端部 は、前記 リバース フ ラ ンジ部

の対向する端部 によ り構成 され ることを特徴 とする。

[0014] 本発 明によれば、 アーム本体部 の剛性 向上 に寄与する リバ一スフランジ部

を用いて軸部 を構成 することで、 ァ一厶本体部 か ら軸部 までを連続 的に閉断

面 を形成 することがで き、 ァ一厶本体部 と軸部 の間 （移行部分）での剛性 を

確保 することがで きる。

[001 5] さ らに、本発明は、前記 リバ一スフランジ部 が、相互 に対向する端面 を有

し、前記 リバ一スフランジ部 の端面 は、前記 ァ一厶本体部 か ら前記軸部 に向

か うにつれて徐 々に接近 し前記軸部 で当接 して相互 に付勢するように設 け ら

れ ることを特徴 とする。



[001 6] 本発 明によれば、 リバ一スフランジ部 の端面が、 アーム本体部 か ら軸部 に

向か うにつれて徐 々に接近 し軸部 で当接 して相互 に付勢することで、 アーム

本体部 と軸部 との間で急激 な応力集 中が発生することを回避 し、剛性 強度

を向上 させ ることがで きる。

[001 7] さ らにまた、本発明は、前記対向する両端部 を突 き合わせて当接 させた前

記板状部材の一端部 に凹部 が形成 され、前記板状部材の他端部 に凸部 が設 け

られ、前記凹部 と前記凸部 とが相互 に嵌め合わ されていると共 に、前記凹部

と前記凸部 との間には、 ク リァランスが設 け られ ることを特徴 とする。

[001 8] 本発 明によれば、軸部 を構成 する板状部材の両端部 が当接 しつつ、 凹部 と

凸部 との間に設 け られた ク リアランスを介 して凹部 と凸部 とが嵌め合 い状態

とな っている。 これ によ り、板状部材 を曲げ加工 して、両端部 を当接 させ る

際、例 えば、寸法誤差 （許容 され る製造誤差）等の影響 によって、例 えば、

凸部 の突出寸法が所定長 よ りも長 くな り、又 は凹部 の窪み寸法が浅 くなるこ

とで、軸部 を構成 する板状部材の両端部 が非 当接状態 となることを抑制 する

ことがで きると共 に、加工精度 を向上 させ ることがで きる。

また、 凹部 と凸部 とを嵌め合 い状態 とすることで、車輪 か ら力が入力 され

た とき、軸方向に両端部 がずれ るのを確実 に防止することがで きる。

発明の効果

[001 9] 本発 明では、製造工程 を簡素化 して製造 コス トを低減 させ ると共 に、軽量

化 を達成 し、 しかも、所定の剛性 強度 を確保 することが可能なサスペ ンシ

ョン ア ー ム取付構造が得 られ る。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図 1] 本発 明の実施形態 に係 るサ スペ ンシ ョン ァ 一 厶取付構造が適用 された 口

ァアームの斜視 図である。

[ 図2] ( a ) は、 図 1 の ロアアームを構成 するアーム本体部 の斜視 図、 （b )

は、 （a ) の B _ B 線 に沿 った縦断面図、 （c ) は、 （a ) の C —C 線 に沿

つた縦断面図、 （d ) は、 （a ) の D — D 線 に沿 った縦断面図である。

[ 図3] 図 2 ( a ) に示 すアーム本体部 の平面図である。



[ 図4] ( a ) は、 アーム本体部 に車両前後方向に沿 って配設 される前方 プッシ

ュ及び後方 プッシュを示す部分拡大平面図、 （b ) は、 （a ) の矢印 X 方向

か らみた後方 プッシュの矢視図、 （c ) は、 （a ) の E — E 線 に沿 った縦断

面図である。

[ 図5] 後方 プッシュのゴム弾性体 に対 して軸部が圧入又は嵌合 される状態 を示

す斜視図である。

[ 図6] ( a ) は、 曲げ加工 によって板状部材の両端面が突 き合わされて形成 さ

れた付勢部 を示す斜視図、 （b ) は、 凹部 と凸部 とが嵌め合わされた状態 に

おいて、凹部 と凸部 との間に形成 されたク リァラ ンス を示す部分拡大斜視図

である。

[ 図7] ( a ) 、 （b ) は、付勢部 を形成する第 1 例 を示す模式図である。

[ 図8] ( a ) 、 （b ) は、付勢部 を形成する第 2 例 を示す模式図である。

[ 図9] ( a ) 、 （b ) は、板状部材 に曲げ加工 を施 して設 け られた フ ラ ンジ部

を用いて、軸部 に対 し付勢部 を形成するための必要条件 を示す模式図である

[ 図 10] ( a ) は、断面略台形状の閉断面 を有する軸部の模式図、 （b ) は、

上部側 と下部側 との間で横幅 を略一定 と して閉断面 を形成 した軸部の模式図

、 ( c ) ( d ) は、一部 に曲面部の閉断面 を有する軸部の模式図である。

[ 図 11] 本発明の他の実施形態 に係 るロアアームの一部省略斜視図である。

[ 図 12] ( a ) は、従来技術 に係 るコ ン トロール アー ム の斜視図、 （b ) は、

( a ) の F _ F 線 に沿 った縦断面図、 （c ) は、支持部材の斜視図である。

発明を実施するための形態

次 に、本発明の実施形態 について、適宜図面 を参照 しなが ら詳細 に説明す

る。

図 1 は、本発明の実施形態 に係 るサ スペ ンシ ョンァ一厶取付構造が適用さ

れた ロアアームの斜視図、図 2 ( a ) は、 図 1 の ロアアームを構成するァ一

厶本体部の斜視図、図 2 ( b ) は、 図 2 ( a ) の B _ B 線 に沿 った縦断面図

、図 2 ( c ) は、 図 2 ( a ) の C —C 線 に沿 った縦断面図、図 2 ( d ) は、



図 2 ( a ) の D _ D線に沿った縦断面図、図 3 は、図 2 ( a ) に示すアーム

本体部の平面図である。なお、各図中に矢印で示される、 「前後」は、車両

の前後方向を示 し、 「上下」は、車両の上下方向 （鉛直方向）を示 し、 「左

右」は、運転席から見た左右方向 （車幅方向）を示 している。

[0022] 車両の車体側に対 して車輪側を揺動自在に支持するサスペ ンシ ョン 1 0 は

、サスペ ンシ ョンアームとして機能 し平面視 して略 L 字状に形成されたロア

アーム 1 2 を備える。なお、本実施形態では、略 L 字状のロアアーム 1 2 を

その一例として挙げているが、これに限定されるものではなく、例えば、略

A 字状等の他の形状のロアアームに対 して適用することも可能である。

[0023] 図 1 に示されるように、ロアアーム 1 2 は、車輪側と車体側との間に配置

され、単一の板状部材 5 9 (後記する図 7 ( a ) 、 （b ) 乃至図 1 0 ( a )

~ ( d ) 参照）を曲げ加工 して形成されるアーム本体部 1 4 を有する。ァ一

ム本体部 1 4 の車両前後方向の後方端部には、車両前後方向に軸を有する角

筒状の軸部 1 6 が設けられる。この軸部 1 6 は、車両前後方向に延在 し軸方

向と直交する縦断面が略矩形状の閉断面 （図 2 ( b ) 参照）からなる閉断面

状の軸部としても機能するものである。

[0024] この場合、筒状部 1 6 の軸方向と直交する縦断面は、その一例として図 2

( b ) に示されるように矩形状に形成されているが、これに限定されるもの

ではなく、例えば、複数の角部を有する多角形状に形成されるとよい。

[0025] 図 1 及び図 2 ( c ) に示されるように、アーム本体部 1 4 は、車体へ取り

付けられた状態においてその上面に設けられ、略水平方向に延在する複数の

平坦面を有する水平部 1 4 a と、水平部 1 4 a の周縁を下向きに折り曲げ加

ェされた鉛直部 1 4 b と、鉛直部 1 4 b の下縁を内向きに折り曲げて形成さ

れたリバ一スフランジ部 1 4 c とを備える。 リバ一スフランジ部 1 4 c の端

面 （端部）は、後記するように、軸部 1 6 を構成する板状部材 5 9 の両端面

5 0 a 、 5 O b を構成する。このリバ一スフランジ部 1 4 c を設けることに

よって、開断面形状からなるァ一厶本体部 1 4 の所望の剛性を確保すること

ができる。



[0026] また、 アーム本体部 1 4 は、図 2 ( a ) 及び図 3 に示されるように、車両

前方側で車体に取 り付けられる前方取付部 1 8 と、前方取付部 1 8 よりも車

両後方側に位置 して車体に取 り付けられる後方取付部 2 0 とを一体的に備え

る。本実施形態では、軸部 1 6 を、後方取付部 2 0 に設けた場合を例示 して

いる。

[0027] なお、図 1 では、図示 しない車両の左側前輪 F L と、図示 しない車体 との

間にロアアーム 1 2 が配置された状態が概略的に示されている。 また、図 1

において、前方取付部 1 8 と後方取付部 2 0 とを結ぶ軸線 L がー点鎖線で示

され、 ロアアーム 1 2 は、 この軸線 L を揺動中心 （揺動軸）として車体に対

して揺動可能に支持されている。

[0028] 前方取付部 1 8 には、アーム本体部 1 4 の車幅方向の右側端部か ら車体側

に向かって延出する外周支持部 2 2 が設けられる。外周支持部 2 2 には、車

体側に固定された図示 しないシャフ トを支持する前方プッシュ 2 4 が装着さ

れる。

[0029] 外周支持部 2 2 は、図 2 ( d ) に示されるように、アーム本体部 1 4 か ら

分岐 して相互に対向 し略円形状の貫通する支持孔 2 6 を有する一対の支持片

2 8 が設けられる。一対の支持片 2 8 には、相互に対向する支持孔 2 6 の周

縁部か ら相手側の支持孔 2 6 に向かって突出する環状 フランジ部 3 0 が設け

られる。 この環状 フランジ部 3 0 は、例えば、周知のバ一 リング加工によつ

て形成される。

[0030] 図 4 ( a ) は、 アーム本体部に車両前後方向に沿 って配設される前方プッ

シュ及び後方プッシュを示す部分拡大平面図、図 4 ( b ) は、図 4 ( a ) の

矢印 X 方向か らみた後方プッシュの矢視図、図 4 ( c ) は、図 4 ( a ) の E

- E 線 に沿 った縦断面図である。

[0031 ] 前方 プッシュ 2 4 は、図 4 ( c ) に示されるように、一対の支持片 2 8 の

支持孔 2 6 内に嵌入されて保持される金属製の外筒 3 2 と、外筒 3 2 に内嵌

される保持部材 3 4 と、車体側に固定された図示 しないシャフ 卜が圧入され

てシャフ 卜を支持する貫通孔 3 6 を有する略円筒状のゴム弾性体 3 8 とを備



える。また、外筒 3 2 の軸方向に沿った一端部には、前方プッシュ2 4 が支

持孔 2 6 内に圧入される際、ス トツバ部として機能する拡径部 3 2 a が設け

られる。

[0032] 図 4 ( a ) 及び図4 ( b ) に示されるように、後方取付部 2 0 には、車体

側に取り付けられて固定されるブラケッ卜4 0 を介 して後方プッシュ4 2 が

設けられる。この後方プッシュ4 2 は、プラケット4 0 の円筒部 4 0 a 内に

固着又は圧入される金属製の外筒 4 4 と、外筒 4 4 内に保持され車両前後方

向に軸を有する略円筒状のゴム弾性体 4 6 とが設けられる。なお、ゴム弾性

体 4 6 は、 「アーム本体部と車体側との間に設けられる弾性部材」として機

能するものである。

[0033] 図 5 は、後方プッシュのゴム弾性体に対 して軸部が圧入又は嵌合される状

態を示す斜視図、図 6 ( a ) は、曲げ加工によって板状部材の両端面が突き

合わされて形成された付勢部を示す斜視図、図 6 ( b ) は、板状部材の両端

面にそれぞれ形成された凹部と凸部とが嵌め合わされた状態において、凹部

と凸部との間に形成されたクリァランスを示す部分拡大斜視図である。

[0034] ゴム弾性体 4 6 の内部には、図 5 に示されるように、軸方向に沿って貫通

し側面視 して略矩形状からなる貫通孔 4 8 が形成される。この場合、貫通孔

4 8 の軸方向と直交する縦断面は、アーム本体部 1 4 の後方端部に設けられ

た軸部 1 6 の複数の角部を有する多角形状に対応する形状に形成され、軸部

1 6 は、ゴム弾性体 4 6 の略矩形状の貫通孔 4 8 内に対 して、圧入又は嵌合

される。

[0035] 図 6 ( a ) に示されるように、軸部 1 6 には、アーム本体部 1 4 を構成す

る単数の板状部材の両端面 5 0 a 、 5 O b を相互に対向させ、対向する両端

面 5 0 a 、 5 0 b が相互に押圧するように曲げ加工によって突き合わせて当

接させた付勢部 5 2 が設けられる。この付勢部 5 2 は、断面矩形状に形成さ

れた軸部 1 6 の4 つの面のうち、車両鉛直下方向の面 （車両鉛直方向に沿つ

た下面）に設けられる。付勢部 5 2 の製造方法については、後記で説明する



[0036] また、付勢部 5 2 を構成する板状部材の一端面 5 0 a には、左右方向 （車

幅方向）に沿 って窪んで形成された凹部 5 4 が設けられ、一端面 5 0 a と当

接する板状部材の他端面 5 0 b には、凹部 5 4 の窪み形状に対応 して突出 し

た凸部 5 6 が設けられる。板状部材の両端面 5 0 a 、 5 0 b を曲げ加工によ

つて突き合わせて当接させた際、凹部 5 4 と凸部 5 6 とが相互に嵌め合わさ

れることにより、板状部材の一端面 5 0 a と他端面 5 0 b とを精度よく位置

決め して付勢部 5 2 を形成することができる。

[0037] さ らに、後記するように、軸部 1 6 に対 して軸方向の力が入力されたとき

、凹部 5 4 と凸部 5 6 とが相互に嵌め合わされることにより、相互に突き合

わされた一端面 5 0 a と他端面 5 0 b とが軸方向に移動 してずれることを抑

制 し、軸部 1 6 における剛性 ' 強度 を向上させることができる。

[0038] さ らにまた、後記するように、板状部材の両端面 5 0 a 、 5 0 b を突 き合

わせて当接させた部分には、凹部 5 4 と凸部 5 6 とが相互に嵌め合わされた

状態において、凹部 5 4 と凸部 5 6 との間にクリァランス 5 8 が設けられる

(図 6 ( b ) 参照）。 このクリアランス 5 8 を設けることで、例えば、寸法

誤差等によって両端面 5 0 a 、 5 0 b が非接触状態 となることを回避するこ

とができる。

[0039] さ らにまた、後記するように、アーム本体部 1 4 か ら軸部 1 6 に向かうに

つれて、相互に対向する リバ一スフランジ部 1 4 c の端面 5 0 a 、 5 O b が

、徐々に接近 し軸部 1 6 で当接するように設けられる （図 6 ( a ) 参照）。

[0040] 本実施形態に係るサスペ ンシ ョンアームの取付構造が適用されたロアァ一

厶 1 2 は、基本的に以上のように構成されるものであ り、次にその作用効果

について説明する。

[0041 ] 先ず、 ロアァ一厶 1 2 の軸部 1 6 に設けられる付勢部 5 2 の製造方法につ

いて、以下詳細に説明する。

[0042] 図示 しない加圧手段を用いて単体の板状部材に対 して加圧力を付与 し、ァ

ー厶本体部 1 4 の車両前後方向の後方端部に対 して曲げ加工を行 うときに発

生するスプリングバ ックを利用 して、軸部 1 6 に対 して付勢部 5 2 を設ける



ことができる。なお、スプリングバックとは、例えば、治具 （工具）等を用

いて材料を曲げ加工 したとき、治具 （工具）を材料から離間させると、材料

に施された変形が少 しだけ元の状態に戻る現象をいう。

[0043] 以下に、付勢部 5 2 を形成する具体例を例示する。

図 7 ( a ) 、 （b ) は、付勢部を形成する第 1例を示す模式図である。

図 7 ( a ) に示されるように、板状部材 5 9 が曲げ加工によって断面略矩

形状に形成された後、相互に対向する鉛直部 1 4 b の下部に対 し、治具等で

相互に離間する外方向 （矢印方向）に加圧力を付与 し、板状部材 5 9 の両端

面を広げるように変形させる。続いて、図 7 ( a ) の状態から治具を外 して

鉛直部 1 4 b の下部に対する加圧力の付与を解除すると、図 7 ( b ) に示さ

れるように、スプリングバックの作用により両端面 5 0 a 、 5 O b を相互に

閉 じる方向に付勢する付勢力 （矢印参照）が発生 して付勢部 5 2 が形成され

る。なお、相互に対向する鉛直部 1 4 b の上部側の付け根部位には、両端面

5 0 a 5 0 b を相互に押圧 し付勢部 5 2 に対 して付勢力を発生させる箇所

である付勢力発生部 5 3 が設けられる。

[0044] 次に、図 8 ( a ) 、 （b ) は、付勢部を形成する第 2 例を示す模式図であ

る。

図 8 ( a ) に示されるように、板状部材 5 9 が曲げ加工によって断面略矩

形状に形成された後、相互に対向する鉛直部 1 4 b の略中央部を、治具等で

相互に接近する内方向 （矢印方向）に押圧 し、略中央部を基点として内側に

向かって屈曲するように鉛直部 1 4 b を変形させる。続いて、図 8 ( a ) の

状態から治具を外 して鉛直部 1 4 b の略中央部に対する押圧力の付与を解除

すると、図 8 ( b ) に示されるように、スプリングバックの作用により、鉛

直部 1 4 b の略中央部が外方向に向かって少 しだけ戻ると共に、両端面 5 0

a 、 5 0 b を相互に閉 じる方向に付勢する付勢力 （矢印参照）が発生 して付

勢部 5 2 が形成される。なお、相互に対向する鉛直部 1 4 b の略中央部には

、両端面 5 0 a 、 5 0 b を相互に押圧 し付勢部 5 2 に対 して付勢力を発生さ

せる箇所である付勢力発生部 5 3 が設けられる。第 1例及び第 2 例に示す具



体例では、板状部材 5 9 に対 し横方向の加圧力 （矢印方向）を付与 して板状

部材 5 9 を変形させているが、これに限定されるものではなく、例えば、板

状部材 5 9 に対 し縦方向 （上下方向、矢印と直交する方向）の加圧力を付与

して板状部材 5 9 を変形させ、図 7 ( b ) 及び図 8 ( b ) に示される付勢部

5 2 を形成するようにしてもよい。この点は、以下に示す具体例においても

同様である。

[0045] 次に、板状部材 5 9 に曲げ加工 （プレス加工）を施 して相互に対向するフ

ランジ部 6 0 a 、 6 O b を設け、このフランジ部 6 0 a 、 6 O b を用いて付

勢部 5 2 を形成する具体例を例示する。

[0046] 図 9 ( a ) 、 （b ) は、板状部材に曲げ加工を施 して設けられたフランジ

部を用いて、軸部に対 し付勢部を形成するための必要条件を示す模式図であ

る。

板状部材 5 9 に対 して曲げ加工を施 して閉断面を有する軸部 1 6 を形成す

る際、例えば、図 9 ( a ) に示されるように、板状部材 5 9 の付け根部 6 2

を所定角度折り曲げて相互に傾斜 して対向するフランジ部 6 0 a 、 6 0 b を

形成する。この場合、図 9 ( b ) に示されるように、板状部材 5 9 の付け根

部 6 2 から両端面 5 0 a 、 5 0 b までの長さをフランジ部 6 0 a 、 6 O b の

長さ （S 1、 S 2 ) とした場合、二つのフランジ部 6 0 a 、 6 O b の長さの

合計 （S 1 + S 2 ) が、両フランジ部 6 0 a 、 6 0 b の付け根部 6 間の横

幅 （X 1 ) よりも大きくなるように設定する （（S 1 + S 2 ) > X 1 ) 。な

お、両フランジ部 6 0 a 、 6 0 b の長さ （S 1、 S 2 ) は、 S 1 = S 2 の関

係であってもよいし、又は、 S 1 ≠ S 2 の関係であってもよい。

[0047] 上記の必要条件 （（S 1 + S 2 ) > X ) を充足するように構成 した後、

さらに、両フランジ部 6 0 a 、 6 0 b に対 して曲げ加工を施 して板状部材 5

9 の両端面 5 0 a 、 5 0 b 同士を突き合わせるように加工すると、以下に示

す種々の閉断面を有する軸部 1 6 a ~ 1 6 c を形成することができる。

[0048] 図 1 0 ( a ) は、断面略台形状の閉断面を有する軸部の模式図、図 1 0 (

b ) は、上部側と下部側との間で横幅を略一定として閉断面を形成 した軸部



の模式図、図 1 0 ( c ；) 、 （d ) は、一部に曲面部の閉断面を有する軸部の

模式図である。

[0049] 図 1 0 ( a ) に示される断面略台形状の閉断面を有する軸部 1 6 a では、

相互に対向する側部 6 4 の下端側に付勢力発生部 5 3 が設けられ、この付勢

力発生部 5 3 による付勢力で両端面 5 0 a 、 5 0 b が相互に押圧される付勢

部 5 2 が設けられる。また、図 1 0 ( b ) に示される断面略矩形状の閉断面

を有する軸部 1 6 b では、相互に対向する側部 6 4 の略中央部に付勢力発生

部 5 3 が設けられる。

[0050] さらに、図 1 0 ( c ) に示される一部に曲面部 6 6 の閉断面を有する軸部

1 6 c では、相互に突き合わされて当接する両端面 5 0 a 、 5 0 b 同士が面

接触するように形成されている。付勢力発生部 5 3 は、図 1 0 ( d ) に示さ

れるように、相互に対向する側部 6 4 と曲面部 6 6 との境界部位である付け

根部 6 2 に設けられる。なお、上部側に設けられる曲面部 6 6 は、略半円状

や湾曲状の形状が含まれる。

[0051 ] 次に、ロアアーム 1 2 の組付方法について説明する。

先ず、上記 したような曲げ加工によって、ァ一厶本体部 1 4 から車両前後

方向に向かって延出する軸部 1 6 、すなわち筒状又は閉断面状の軸部 1 6 を

形成する。続いて、アーム本体部 1 4 と車体側との間に配置され車両前後方

向に軸を有する前方プッシュ2 4 を、アーム本体部 1 4 に設けられた一対の

支持片 2 8 の支持孔 2 6 内に装着する。

[0052] さらに、アーム本体部 1 4 と車体側との間に配置され車両前後方向に軸を

有する後方プッシュ4 2 のゴム弾性体 4 6 の断面矩形状の貫通孔 4 8 に対 し

て、軸部 1 6 を圧入又は嵌合する （図 5 参照）。この場合、図4 ( a ) に示

される前方プッシュ2 4 (ゴム弾性体 3 8 ) の端面からの離間距離 Rを用い

て、後方プッシュ4 2 を容易に位置決めすることができる。なお、後方プッ

シュ4 2 を、前方プッシュ2 4 よりも先に装着するようにしてもよい。

[0053] 本実施形態では、このような組付方法を用いることで、製造コス トを低減

させると共に、軽量化を達成 し、 しかも、良好なプッシュ性能を得ることが



できる。

[0054] 次に、ロアアーム 1 2 の作用について説明する。

例えば、車両の車輪が凹凸を有する路面を走行 したり、段差部に乗り上げ

たりした場合、路面からの振動、突き上げ荷重や、車両前後方向の力が車輪

に作用する。また、車両の減速時に車輪が制動力を受けるため、車両前後方

向の力が車輪に作用する。この振動、突き上げ荷重や車両前後方向の力によ

つて、ロアアーム 1 2 が軸線 L (図 1参照）を中心として回動 し、車輪が車

体に対 して上下方向に揺動すると共に、車輪が車両前後方向に変位する。さ

らに、車両のコーナリング時のロール等によって、ロアアーム 1 2 が軸線 L

を中心として回動する。

[0055] このようにしてロアアーム 1 2 に伝達される振動、突き上げ荷重及び車両

前後方向の力は、アーム本体部 1 4 の前方取付部 1 8 に配設された前方プッ

シュ2 4 、及び、後方取付部 2 0 に配設された後方プッシュ4 2 に作用する

[0056] 前方プッシュ2 4 では、車体側に固定された図示 しないシャフ トによって

ゴム弾性体 3 8 が弾性変形 して、振動、突き上げ荷重及び車両前後方向の力

が吸収 （緩衝）される。一方、後方プッシュ4 2 では、アーム本体部 1 4 の

車両前後方向の後方端部に設けられた軸部 1 6 が圧入又は嵌合されたゴム弾

性体 4 6 を弾性変形させ、振動、突き上げ荷重及び前後方向の力が吸収 （緩

衝）される。

[0057] このように前方プッシュ2 4 のゴム弾性体 3 8 及び後方プッシュ4 2 のゴ

厶弾性体 4 6 が弾性変形することにより、振動、突き上げ荷重及び車両前後

方向の力のエネルギが吸収される。この結果、振動、突き上げ荷重及び車両

前後方向の力が緩衝され、車両の乗り心地が向上する。

[0058] 本実施形態では、筒状又は閉断面状の軸部 1 6 を構成する板状部材 5 9 の

両端面 5 0 a 、 5 O b が、相互に押圧するように付勢 して当接させる付勢部

5 2 を有することで、例えば、両端面 5 0 a 、 5 0 b 同士を接着 し又は溶接

する作業が不要となり、軸部 1 6 の剛性を高めることができる。また、車輪



か ら力の入力を受けた場合、両端面 5 0 a 、 5 0 b 同士が互いに付勢された

状態で当接 しているため両端面 5 0 a 、 5 0 b の当接部分がずれることを抑

制することができる。 さらに、従来技術のような軸受ジャーナル 4 の内側 に

円柱状の支持部材 8 ( 1 2 ( c ) 参照）を設けることが不要 とな り、所定の

剛性 強度 を確保 しつつ軽量化を達成することができる。

[0059] この結果、本実施形態では、製造工程 を簡素化 して製造 コス トを低減 させ

ると共に、軽量化を達成することができる。 しかも、本実施形態では、所定

の剛性 強度 を確保することができると共に、 これ らの製造 コス ト、軽量化

、作業性の簡素化、剛性 強度の諸要素を調和 して両立させることができる

[0060] また、本実施形態では、図 6 ( a ) に示されるように、 アーム本体部 1 4

の剛性向上に寄与する リバ一スフランジ部 1 4 c を用いて軸部 1 6 を構成す

ることで、 ァ一厶本体部 1 4 か ら軸部 1 6 までを連続的に閉断面を形成する

ことができ、 ァ一厶本体部 1 4 と軸部 1 6 の間 （移行部分）での剛性 を確保

することができる。

[0061 ] さ らに、本実施形態では、図 6 ( a ) に示されるように、 リバ一スフラン

ジ部 1 4 c の端面 5 0 a 、 5 0 b が、 アーム本体部 1 4 か ら軸部 1 6 に向か

うにつれて徐々に接近 し軸部 1 6 で当接 して相互に付勢することで、 ァ一厶

本体部 1 4 と軸部 1 6 との間で急激な応力集中が発生することを回避 し、剛

性 強度 を向上させることができる。

[0062] さ らにまた、本実施形態では、図 6 ( b ) に示されるように、軸部 1 6 を

構成する板状部材 5 9 の両端面 5 0 a 、 5 O b が当接 しつつ、凹部 5 4 と凸

部 5 6 との間に設けられたク リァランス 5 8 を介 して凹部 5 4 と凸部 5 6 と

が嵌め合い状態 となっている。 これにより、板状部材 5 9 を曲げ加工 して、

両端面 5 0 a 、 5 0 b 同士を当接 させる際、例えば、寸法誤差 （許容される

製造誤差）等の影響 によって、例えば、凸部 5 6 の突出寸法が所定長よりも

長 くな り、又は凹部 5 4 の窪み寸法が浅 くなることで、軸部 1 6 を構成する

板状部材 5 9 の両端面 5 0 a 、 5 0 b が非当接状態 となることを抑制するこ



とができると共に、加工精度を向上させることができる。

[0063] さらにまた、本実施形態では、図 6 ( a ) に示されるように、凹部 5 4 と

凸部 5 6 とを嵌め合い状態とすることで、車輪から力が入力されたとき、軸

方向に両端面 5 0 a 、 5 0 b がずれるのを確実に防止することができる。

[0064] さらにまた、本実施形態では、板状部材 5 9 で構成されるアーム本体部 1

4 の軸部 1 6 、すなわち閉断面状の軸部 1 6 によって、直接的に後方プッシ

ュ4 2 のゴム弾性体 （弾性部材）4 6 を弾性支持することが可能となる。こ

のため、ゴム弾性体 4 6 の軸方向をロアアーム 1 2 の揺動軸 （軸線 L ) に沿

つた車両前後方向に向けて配置することで、弾性部材を支持するシャフ 卜が

不要となり、製造コス トを低減することができると共に、ロアアーム 1 2 の

軽量化を達成することができる。

[0065] さらにまた、本実施形態では、軸部 1 6 をゴム弾性体 4 6 の貫通孔 4 8 内

に圧入又は嵌合 して軸部 1 6 をゴム弾性体 4 6 に対 してね じり方向に用いる

ため （図4 ( b ) の矢印及び二点鎖線参照）、ゴムプッシュをこじり方向に

変形させることがなく、良好なプッシュ特性を得ることができる。

[0066] さらにまた、本実施形態では、付勢部 5 2 が、断面矩形状に形成された軸

部 1 6 の車両鉛直下方向の面 （車両鉛直方向に沿った下面）に設けられてい

る （図 6 ( a ) 参照）。このため、本実施形態では、例えば、車輪側から車

幅方向の力 （横力）が入力された場合であっても、付勢部 5 2 を閉 じようと

する力のみが入力されるため、付勢部 5 2 が開口したり、軸方向にずれるこ

とを抑制することができる。この結果、本実施形態では、軸部 1 6 の強度 -

剛性を向上させることができると共に、当接 した板状部材 5 9 の両端面 5 0

a 、 5 0 b 同士が接触 して異音が発生することを防止することができる。

[0067] さらにまた、本実施形態では、アーム本体部 1 4 を構成する板状部材 5 9

で軸部 1 6 に加工する際、軸部 1 6 の軸方向と直交する断面を、 4 つの角部

を有する矩形状とし、且つ、ゴム弾性体 4 6 の貫通孔 4 8 の軸方向と直交す

る断面を、軸部 1 6 の矩形状に対応する形状とすることで、例えば、断面形

状を円形とする場合と比較 して加工が容易となり、加工コス トを低減するこ



とができる。

[0068] さらにまた、本実施形態では、車体側に取り付けられる前方取付部 1 8 及

び後方取付部 2 0 の両方がァ一厶本体部 1 4 と一体的に設けることができる

ため、例えば、軸部 1 6 に対 してゴム弾性体 4 6 を取り付ける際、別途、取

付用の部材が不要となり、部品点数を削減 して製造コス トを低減することが

できる。また、取付用の部材等を溶接することが不要となって溶接代を削減

することができると共に、ロアアーム 1 2 全体の重量の軽量化を達成するこ

とができる。さらに、溶接が不要となって製造工程が簡素化されるため、加

ェコス トを低減することができる。

[0069] なお、本実施形態では、アーム本体部 1 4 から車両前後方向の後方端部ま

で延出する軸部 1 6 に基づいて説明 しているが、例えば、図 1 1 の他の実施

形態に係るロアアーム 1 2 a に示されるように、アーム本体部 1 4 から車幅

方向の車体側に向かって延出する軸部 1 6 d を設けるようにしてもよい。軸

部 1 6 d には、ゴム弾性体 4 6 が圧入又は嵌合される。また、図 1 1 中では

、ゴム弾性体 4 6 を外嵌 し車体側に取り付けられるブラケッ卜の図示を省略

している。

符号の説明
[0070] 0 サスペ ンシ ョン

1 2 、 a ロアアーム （サスペ ンシ ョンアーム）

1 4 アーム本体部

1 4 a 水平部

1 4 b 鉛直部

1 4 c リバ一スフランジ部

1 6 、 1 6 a ~ 1 6 d 軸部

4 6 ゴム弾性体 （弾性部材）

5 0 a 、 5 0 b 両 而面 而咅 )

5 付勢部

5 4 凹部



凸部

ク リア ラ ンス

板状部材

線 （揺動軸）



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 車体側 に対 して車輪側 を揺動 自在 に支持するサ スペ ンシ ョンアーム

を取 り付 けるサ スペ ンシ ョンアーム取付構造 において、

前記車輪側 と前記車体側 との間に配置 され、板状部材で構成 される

アーム本体部 と、

前記 アーム本体部 と前記車体側 との間に設 け られる弾性部材 と、

前記 アーム本体部か ら車両前後方向又は車幅方向に向か って延出さ

れ、前記弾性部材の内周側 に圧入又は嵌合 される筒状又は閉断面状の

軸部 と、

を備 え、

前記軸部 は、前記板状部材の両端部 を相互 に対向させ、前記対向す

る両端部が相互 に押圧するように付勢 して当接 させる付勢部 を有する

ことを特徴 とするサスペ ンシ ョンアーム取付構造。

[ 請求項 2 ] 前記 アーム本体部 は、車体へ取 り付 けた状態 において略水平方向に

延在する水平部 と、

前記水平部の周縁 を下向 きに折 り曲げた鉛直部 と、

前記鉛直部 の 下縁 を内向 きに折 り曲げた リバ一ス フ ラ ンジ部 と、 を

備 え、

前記軸部 を構成する前記板状部材の両端部 は、前記 リバースフ ラ ン

ジ部の対向する端部 によ り構成 されることを特徴 とする請求項 1 に記

載のサスペ ンシ ョンァ一厶取付構造。

[ 請求項 3 ] 前記 リバースフ ラ ンジ部 は、相互 に対向する端面 を有 し、

前記 リバースフランジ部の端面は、前記 アーム本体部か ら前記軸部

に向か うにつれて徐 々に接近 し前記軸部で当接 して相互 に付勢するよ

うに設 け られることを特徴 とする請求項 2 に記載のサ スペ ンシ ョンァ

一ム取付構造。

[ 請求項 4 ] 前記対向する両端部 を突 き合わせて当接 させた前記板状部材の一端

部 には凹部が形成 され、前記板状部材の他端部 には凸部が設 け られ、



前記凹部 と前記凸部 とが相互 に嵌め合わされていると共 に、

前記凹部 と前記凸部 との間には、 ク リアランスが設 け られることを

特徴 とする請求項 1 乃至 3 のいずれか 1 項 に記載のサスペ ンシ ョンァ

一ム取付構造。
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